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 Ⅰ 予算の全体像 

 

１．粕屋町の財政状況（普通会計） 

平成２９年度普通会計（一般会計及び住宅新築資金等貸付事業特別会計）決算では、実質収支

が約４億７千万円の黒字となりました。基金については、財政調整基金・減債基金・公共施設整

備基金の三基金における年度末残高が、前年度から約２億３千万円増加し、２８億５，２９１万

７千円となっています。また、町債の年度末残高は１０６億２，２１２万６千円で、前年度から

約１億３千万円増加しましたが、後年度の地方交付税に算入される臨時財政対策債残高の増加に

よるものであり、通常債残高は前年度から減少しています。 

財政の健全性を示す財政健全化判断比率について、実質公債費比率は福岡県平均を上回ってい

ますが減少傾向にあり、将来負担比率は近年福岡県平均を下回り、低い水準で推移しています。

両比率ともに国が示す早期健全化基準を大きく下回っており、財政の健全性は確保されています。 

今後は、社会保障関連経費の伸びや公共施設の老朽化への対応などにより多くの支出が見込ま

れており、一方で収入については、人口の増加などに伴い町税収入は増加していくと見込まれる

ものの、町税と代替関係にある地方交付税が、税収増により減少していくと考えられるため、一

般財源総額としては大幅な増加は期待できず、厳しい状況が続く見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【財政力指数とは】 

自治体の財政力をあらわ

す指標で、数値が大きいほ

ど財政的に安定した団体と

され、「１」を超えると地方

交付税が交付されなくなり

ます。 

粕屋町は福岡県平均値を

大きく上回っています。 
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■ 財政力指数 ■

粕屋町 福岡県平均（政令市除く） 福岡県内類似団体平均

【類似団体とは】 

国勢調査を基に、市町村を人口と産業構造により分類したもので、類似する他の自治体と

比較することで、自町の財政状況の特徴などを把握することが可能になります。福岡県内の

類似団体には、宇美町・篠栗町・志免町・須恵町・新宮町・岡垣町などがあります。 

【標準財政規模とは】 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示すものです。 
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【経常収支比率とは】 

地方税・地方交付税などの

経常一般財源収入に占める

人件費・扶助費など経常的な

経費の割合のことです。 

この２年間で 6.2 ポイン

ト上昇するなど、町財政の硬

直化は進んでおり、道路や生

活基盤整備などの投資的事

業にまわす余力に乏しい状

況が続いています。 

 

【実質公債費比率とは】 

実質的な公債費に充てる

一般財源の標準財政規模に

対する比率のことです。 

福岡県平均値を上回って

いますが、平成 23年度をピ

ークに減少傾向にあります。 

今後も町債の発行につい

ては、償還の平準化を考え、

計画的に行う必要がありま

す。 

 

【将来負担比率とは】 

自治体が将来負担すべき

実質的な負債の標準財政規

模に対する比率のことです。 

近年は低い水準で推移し

ており、引き続き、投資的事

業については、将来世代へ過

度な負担をさせることなく、

世代間の公平性に配慮して

進めていく必要があります。 

 

87.3 

90.4 

88.0 87.0 
87.9 

86.8 

90.3 

93.0 

87.7 88.9 

89.7 89.7 

91.5 

89.6 92.0 92.3 

87.7 

88.0 88.8 

89.2 

90.8 

89.0 

92.9 

92.4 

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

■ 経常収支比率 ■

粕屋町 福岡県平均（政令市除く） 福岡県内類似団体平均

18.0 
18.8 

18.3 

16.1 

13.7 11.4 
10.7 10.8 

11.4 
10.6 

9.7 
8.9 

8.0 

7.3 

6.9 6.7 

11.7 
10.8 

10.0 
9.0 

8.0 

7.2 

7.0 7.1 

5.0

7.0

9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

19.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

■ 実質公債費比率 ■

粕屋町 福岡県平均（政令市除く） 福岡県内類似団体平均

90.4 

67.4 

41.7 

22.7 17.7 
5.9 

19.0 

5.5 

44.0 
35.3 

28.3 25.2 
23.4 

21.3 

20.9 

19.8 

51.8 

37.1 

25.8 22.8 

23.2 26.9 
24.9 

25.4 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

■ 将来負担比率 ■

粕屋町 福岡県平均（政令市除く） 福岡県内類似団体平均



3 

２．平成３１年度の予算総額 

一般会計予算は１４５億９，７００万円となっており、特別会計と企業会計を合わせた予算総額

は２５４億５９７万６千円です。前年度当初予算から１１億８３４万７千円（４．６％）の増額となります。 

  

※対前年比は、前年度の当初予算との比較 

 

 粕屋町の予算総額 ２５４億５９７万６千円  ４.６％↑ 

 

 

 

一般会計予算      １４５億９,７００万円       ７.１％↑ 
 

     粕屋町の一般的な予算のことで、税収や交付金などの歳入を、道路整備や 

福祉サービスなどの行政サービス全般に使います。 

 
 

 

 

特別会計予算       ６９億９,４０３万３千円      １.５％↑ 
 

（内訳） 

・国民健康保険特別会計 ４０億１,０７２万２千円  △１.０％ 

・後期高齢者医療特別会計 ５億１,６８１万６千円 ４.２％↑ 

・介護保険特別会計 ２４億６,５３２万円     ５.５％↑ 

・住宅新築資金等貸付事業特別会計   , １１７万５千円  １６.３％↑ 

 

     ある特定の収入を特定の目的のために使用する会計予算のことで、一般会計 

とは区分して経理を行います。粕屋町には上記４つの特別会計があります。 

 
 

 

 

企業会計予算       ３８億１,４９４万３千円     １.０％↑ 
 

（内訳） 

・水道事業会計         １４億２,７１９万円     ７.５％↑ 

・流域関連公共下水道事業会計  ２３億８,７７５万３千円  △２.６％ 

 

     特定事業について、民間企業と同様に事業を行った収入を事業費に充てて運営 

していく独立採算制の予算です。粕屋町には上記２つの企業会計があります。 

 

対前年比 

対前年比 

対前年比 

対前年比 
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自主財源
8,102,218
55.5%

依存財源
6,494,782
44.5%

町税
6,473,877
44.4%

繰入金
441,647
3.0%

その他
1,186,694

8.1%

町債
875,900
6.0%

地方交付税
930,000
6.4%

国・県支出金
3,483,863
23.9%

その他
1,205,019

8.3%

歳入

14,597,000

 Ⅱ 歳入（一般会計） 

 

１．歳入の構成 

自主財源は、大半を占める町税が前年度比２億３，６３２万円（３．８％）の増となりました。一方、

依存財源は、町債や国・県支出金などの増により、前年度比９億４，８１８万２千円（１７．１％）の大

幅な増加となっています。そのため、歳入全体に占める自主財源の割合は前年度から３．８ポイン

ト下がり５５．５％となりました。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

（単位：千円）

31年度当初予算額 30年度当初予算額 比　較 対前年比（%）

町　税 6,473,877 6,237,557 236,320 3.8

繰入金 441,647 452,323 △ 10,676 △ 2.4

その他 1,186,694 1,394,520 △ 207,826 △ 14.9

計 8,102,218 8,084,400 17,818 0.2

町　債 875,900 618,300 257,600 41.7

地方交付税 930,000 1,000,000 △ 70,000 △ 7.0

国・県支出金 3,483,863 2,895,300 588,563 20.3

その他 1,205,019 1,033,000 172,019 16.7

計 6,494,782 5,546,600 948,182 17.1

14,597,000 13,631,000 966,000 7.1合　計

歳入構成

自
主
財
源

依
存
財
源

≪用語の説明≫ 

【町税】 
町民の皆さまに納めていた

だく税金です 
 
【繰入金】 

歳入不足を補うため、積み立
てていた基金から繰り入れる
のが主で、特別会計への繰出金
を精算後繰り入れることもあ
ります 

 
【町債】 

町が事業資金を調達するた
めの借金及び地方交付税の振
替である特例地方債（臨時財政
対策債）で、中長期にわたり返
済します 
 
【地方交付税】 

県や市町村の財政状況に応
じて国から地方に交付される
お金です 
 
【国・県支出金】 

町がおこなう事務や事業に
対する国や県からの補助金（負
担金）です 

（単位：千円） 
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総務費
1,293,577

8.9%

民生費
5,877,714
40.3%

公債費
1,065,334

7.3%

教育費
2,494,754
17.1%

衛生費
1,383,925

9.5%

土木費
1,466,092
10.0%

消防費
554,728
3.8%

農林水産業費
151,684
1.0%

その他
309,192
2.1%

歳出

14,597,000

 Ⅲ 歳出（一般会計） 

 

１．目的別歳出予算 

私立保育所等運営委託料の増加や障がい者(児)サービス事業費の増加などに伴い、民生費が前

年度比４億１，５２９万７千円（７．６％）の増となりました。また、小学校大規模改造工事や学童保育

所増築工事の実施などにより、教育費は前年度比２億８，４６７万１千円（１２．９％）の増となりまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

（単位：千円）

目的別歳出構成 31年度当初予算額 30年度当初予算額 比　較 対前年比（%）

総　務　費 1,293,577 1,179,536 114,041 9.7

民　生　費 5,877,714 5,462,417 415,297 7.6

公　債　費 1,065,334 1,086,482 △ 21,148 △ 1.9

教　育　費 2,494,754 2,210,083 284,671 12.9

衛　生　費 1,383,925 1,402,004 △ 18,079 △ 1.3

土　木　費 1,466,092 1,348,931 117,161 8.7

消　防　費 554,728 542,897 11,831 2.2

農林水産業費 151,684 94,903 56,781 59.8

そ　の　他 309,192 303,747 5,445 1.8

合　計 14,597,000 13,631,000 966,000 7.1

≪用語の説明≫ （単位：千円） 

【総務費】行政運営の事務や町
税の事務などの経費 
 

【民生費】高齢者や障がい者な
どの福祉、保育所の運営などの
経費 
 

【公債費】地方債の元金及び利
子の返済のための経費 
 

【教育費】小中学校や生涯学習、
図書館、体育事業などの経費 
 

【衛生費】保健、健康づくり、
ごみ、環境対策などの経費 
 

【土木費】道路、水路、公園な
どの維持管理や町営住宅の経費 
 

【消防費】消防署、消防団の運
営や防災の経費 
 

【農林水産業費】農業振興のた
めの経費 
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歳 出 

12,306,000 

消費的経費
10,921,944

74.8%

投資的経費
1,363,553

9.3%

その他
2,311,503
15.8%

人件費
1,848,941
12.7%

物件費
3,105,873
21.3%

補助費等
1,858,774
12.7%

扶助費等
4,108,356
28.1%

普通建設事業費
1,363,538

9.3%

公債費
1,065,334

7.3%

繰出金等
1,246,169

8.5%

歳出

14,597,000

２．性質別歳出予算 

物件費が前年度比３億１，３６０万６千円（１１．２％）の増、扶助費等が前年度比３億５，５９３万８千

円（９．５％）の増となり、消費的経費は前年度比６億４，６３１万６千円（６．３％）の大幅な増加となり

ました。また、普通建設事業費が前年度比３億４，４３４万６千円（３３．８％）の増となったことによ

り、投資的経費の割合は９．３％と前年度から１．８ポイント上昇しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

 

（単位：千円）

31年度当初予算額 30年度当初予算額 比　較 対前年比（%）

人件費 1,848,941 1,812,906 36,035 2.0

物件費 3,105,873 2,792,267 313,606 11.2

補助費等 1,858,774 1,918,037 △ 59,263 △ 3.1

扶助費等 4,108,356 3,752,418 355,938 9.5

計 10,921,944 10,275,628 646,316 6.3

普通建設事業費 1,363,538 1,019,192 344,346 33.8

災害復旧事業費 15 15 0 0.0

失業対策費 0 0 0 -

計 1,363,553 1,019,207 344,346 33.8

公債費 1,065,334 1,086,482 △ 21,148 △ 1.9

繰出金等 1,246,169 1,249,683 △ 3,514 △ 0.3

計 2,311,503 2,336,165 △ 24,662 △ 1.1

14,597,000 13,631,000 966,000 7.1合　計

投

資
的

経
費

そ
の

他

性質別歳出構成

消

費
的

経
費

（単位：千円） 

歳出 

12,276,000 

≪用語の説明≫ 

（単位：千円） 
【消費的経費】支出効果が単年度
又は短期間に終わるもの、後年度
に形を残さない経費 
 

【投資的経費】社会資本整備など、
支出の効果が長期にわたる経費 
 

【人件費】職員の給与、議員や各
種委員の報酬などの経費 
 

【物件費】物品購入、光熱水費、
通信費、使用料、委託料などの経
費 
 

【補助費等】各種団体や一部事務
組合などに対し補助（負担）する
経費 
 

【扶助費】法令などに基づき給付
されるお金や物品などの経費 
 

【普通建設事業費】道路、学校な
どの公共施設の新増設や改修に要
する経費 
 

【災害復旧事業費】風水害、地震
災害を受けた施設等を復旧する経
費 
 



例）小・中学校施設整備事業の場合

１　地域のつながりを大切にしたまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

９，９４０ 一般会計（総務費）

（町費４，５９０・その他５，３５０）

　協働のまちづくりを推進するため、公益的なまちづく
り活動を行う団体や個人を支援します。
　また、まちづくり活動支援室を活用し、地域住民の交
流機会の提供とまちづくり活動への参画を推進します。

１. 事務事業説明の見方

２. 平成３１年度　主要な事務事業

予算額　９１，２４９千円（５事務事業） 　

　まちづくり活動支援事業 協働のまちづくり課 ☎ ９３８－０１７３

基本目標１ つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち

この政策の実現のため、平成３１年度は予算額２５億４，４８８万円を計上し、４４事務事業を実施します。

Ⅳ 平成31年度 主要な事務事業

平成３１年度は１５７の事務事業を予定しており、主要な事務事業について掲載しています。

※事業費に正規職員の人件費は含んでいません。

しめ縄づくりによる世代間交流

重点

事業費 千円

財源内訳

　小・中学校施設整備事業

３６０，８０６ 一般会計（教育費）

（国費５３，４８５・町費１００，５２１・地方債２０６，８００）

　児童生徒が安全で安心して学習できる教育環境の整備を進
めるため、学校施設の維持管理や計画的な施設の改修を行い
ます。
　今年度は、仲原小学校校舎の大規模改造工事、小・中学校
のブロック塀改修工事等を行います。

学校教育課 ☎ ９３８－０１８２

仲原小学校校舎

※

担当課の連絡先

事業に関する
写真・イラストなど

事業費の
財源内訳会計名

事務事業名平成３１年度
重点事業の表示

事業の説明
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２　地域でともに助け合う安全なまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

３　未来を担う子どもたちを育むまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

４　身近な学びと交流があるまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像　福祉センターを地域の人々が安心して生活することが
できる「福祉のまちづくり」の場として提供するため、
福祉センターの施設及び運営の管理を行います。
　４月１日から、福祉巡回バス（ふれあいバス）の土日
祝日運行を開始し、住民の利便性の向上を図ります。

予算額　５７８，６９４千円（１４事務事業） 　

予算額　１，２９２，３６３千円（１２事務事業）　

予算額　５８２，５７４千円（１３事業） 　

　福祉センター管理運営事業

３６,３８３ 一般会計（民生費）

協働のまちづくり課 ☎ ９３８－０１７３

３５，４７１ 一般会計（消防費）

介護福祉課 ☎ ９３８－０２２９

　近年多発する自然災害に対して、「自分たちの地域は自分た
ちで守る」という共助意識の醸成と地域防災力を強化するた
め、防災講座等を通じて住民の意識及び知識の向上を図りま
す。
　今年度は、新しい防災マップを作成し、全戸配布にあわせて
自主防災組織の強化に取り組み、災害に強いまちづくりを推進
します。

学校教育課 ☎ ９３８－０１８２

　災害対策事業

（国費２，４４３・県費１，５００・町費２５，６２８・地方債５，９００）

（国費１,２８３・町費３０,６００・その他４,５００）

（国費５３，４８５・町費１００，５２１・地方債２０６，８００）

　児童生徒が安全で安心して学習できる教育環境の整備
を進めるため、学校施設の維持管理や計画的な施設の改
修を行います。
　今年度は、仲原小学校校舎の大規模改造工事、小・中
学校のブロック塀改修工事等を行います。

（県費１，５２６・町費２３，０８３）

　小・中学校の学校運営を支援するとともに、地域や関
係団体と一体となり、教育全般の向上を図ります。
　教育相談や福祉・心理の専門家であるスクールソー
シャルワーカー、スクールカウンセラーに加え、新たに
法的側面の支援としてスクールロイヤーを導入し、教育
支援を充実させます。

　教育総務事務 学校教育課 ☎ ９３８－０１８２

２４，６０９ 一般会計（教育費）

　小・中学校施設整備事業

３６０，８０６ 一般会計（教育費）

福祉巡回バス（ふれあいバス）

仲原小学校校舎

タイトル

粕屋町防災マップ
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１　自然と調和した便利で快適なまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

2　安心で快適な生活基盤を備えたまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

　都市と自然が調和したゆとりあるまちづくりの
ため、粕屋町都市計画マスタープランに即したま
ちづくりの推進と秩序ある土地利用を促進しま
す。
　今年度も、町の発展に結びつく計画的なまちづ
くりを進める酒殿駅南土地区画整理事業に対し支
援を行います。

　粕屋町国土利用計画・都市計画マスタープラン
に即したまちづくりの推進と秩序ある土地利用を
促進します。
　昨年度に引き続き、まちづくりの推進の基本と
なる粕屋町都市計画マスタープランの中間見直し
を行います。

１２８，３００ 一般会計（土木費）

（町費１２８，３００）

　橋梁維持事業

予算額　２，１７２，８８０千円（１４事務事業）

☎ ９３８－０１９８

１０５，３９０ 一般会計（土木費）

（国費４５，６５０・町費２９，８４０・地方債２９，９００）

　橋梁の長寿命化を図るため、点検及び維持補修
を行い、道路網の安全及び交通体系の確保を行い
ます。

検を国庫補助事業で実施します。

道路環境整備課

　地域生活空間整備促進事業 都市計画課 ☎９３８－０２０８

　都市計画管理事務 都市計画課 ☎９３８－０２０８

７，２２７ 一般会計（土木費）

（国費４９０・県費５１０・町費６，１５７・その他７０）

予算額　２７５，０２６千円（１０事務事業） 　

基本目標２ 都市と自然が調和し、快適に暮らせる活力あるまち

この政策の実現のため、平成３１年度は予算額３０億２，８５２万３千円を計上し、３４事務事業を実施します。

酒殿駅南地区街並みイメージ

酒殿駅

区画整理事業による整った街並み
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重点

事業費 千円

財源内訳

画像

事業費 千円

財源内訳

画像

３　自然にやさしく住みよい環境のまちづくり

事業費 千円

財源内訳

画像

４　地域個性を活かした活力ある産業のまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

道路環境整備課 ☎ ９３８－０１９８

　農業振興事業

　清掃センターの安全を保つために、部外者侵入防止の
ための管理及び火災報知器設備の点検を行います。
　今年度は、解体に向けセンター敷地内の土壌汚染調査
を行います。

９，３３５

（町費９，３３５）

予算額　１３６，３０８千円（３事業） 

１０１，９８１

　農業の振興や農地保全・災害防止のために、農地治水
に関する整備、維持管理を行い、農区をはじめとした関
係機関との調整を図ります。
　また、米の需給調整に係る転作作物等の生産者への助
成や農地利用集積及び担い手育成を推進します。

一般会計（農林水産業費）

　水道事業

（その他９３６，８４５）

　安全・安心で良質な水を安定供給するために、水資源
の確保と水質管理の徹底、水道施設や配水管等の適切な
管理を行うとともに、経営基盤の強化を行います。
　町民や事業者等への広報活動により、節水意識の啓発
を継続していきます。

（県費１５，２７９・町費６８，０４６・地方債３，６００・その他１５，０５６）

地域振興課

予算額　４４４，３０９千円（７事業） 　

上下水道課 ☎９３８－０２３９

９３６，８４５ 水道事業会計

☎ ９３８－０１９４

　清掃センター保安管理事業

　交通渋滞の解消と安全で快適な交通網の実現等、広域
交通網を充実させていくため、福岡県と協力し、街路建
設を進めます。
　今年度も、平成３３年３月竣工を目指し、都市計画道
路粕屋久山線建設事業を行います。

（町費７０，７００・地方債３１，８００）

一般会計（衛生費）

　街路建設事業に伴う町事業

１０２，５００ 一般会計（土木費）

☎９３８－０２０８都市計画課

改修予定の有崎堰

多々良川に架かる橋を工事中

粕屋町清掃センター（旧焼却場）

粕屋浄水場
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１　誰もが健康で暮らせるまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

　

２　子育て世代が明るく暮らせるまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

予算額　３，５５６，６４８千円（１７事務事業） 　

１１６，３４３ 一般会計（教育費）

　小学校の放課後等に保護者の就労などにより家庭が留
守の状態となっている児童に対し、必要な保育を行い、
健全育成を図ります。
　今年度は、粕屋西小学校学童保育所において保育室の
増設工事を行います。

　町立保育所運営管理事業

学校教育課　学童保育所運営事業

　感染症予防事業 健康づくり課 ☎ ９３８－０２５８

１７２，６５０

（県費２５０・町費１７２，４００）

　伝染のおそれのある疾病の発生やまん延を予防すると
ともに、個人の発病及び重症化を防止するため、予防接
種法に基づく定期予防接種を実施します。
　今年度より成人の風しん予防接種や小児のおたふくか
ぜ予防接種に対する助成事業を実施します。

予算額　２６３，７３８千円（５事務事業） 　

一般会計（衛生費）

子ども未来課 ☎ ９３８－０２１４

２７１，００２ 一般会計（民生費）

　私立・町外保育施設等運営事業 子ども未来課 ☎ ９３８－０２１４

１，３５２，９１２ 一般会計（民生費）

☎ ９３８－０１８２

（国費４９，１５６・県費２２，８９４・町費２７，２７３・その他１７，０２０）

　町内私立認可保育所、認定こども園、地域型保育施設
及び町外保育施設に働きかけ、保護者が必要な支援を受
けやすい環境を整えます。
　就労等により家庭で保育ができない保護者に代わって
保育施設が児童の保育を行うことで、ワークライフ・バ
ランスの確立と児童の健やかな心身発達を促します。

（国費３２・町費１６２，８３０・地方債１６，８００・その他９１，３４０）

（国費５５４，９６４・県費２６９，２００・町費３２７，７４８・その他２０１，０００）

　保護者が安心して子育てができる環境を整備し、就労
を支援することでワークライフ・バランスを確立し、児
童の心身の健やかな発育を促進します。
　今年度は、仲原保育所の屋根防水工事をはじめとした
緊急老朽化対策を行い、増加する待機児童の対策につい
て検討を進めます。

基本目標３ 誰もが安心して幸せに暮らせるやすらぎのまち

この政策の実現のため、平成３１年度は予算額１３０億９，１３８万７千円を計上し、４９事務事業を実施します。

タイトル

仲原保育所

粕屋西小学校学童保育所
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事業費 千円

財源内訳

画像

３　高齢者が元気に暮らせるまちづくり

事業費 千円

財源内訳

画像

４　障がい者がともに暮らせるまちづくり

事業費 千円

財源内訳

５　誰もが心豊かに暮らせるまちづくり

事業費 千円

財源内訳

事業費 千円

財源内訳

画像

☎９３８－０２２９

８３，８３０ 一般会計（土木費）

（国費２９，４９１・地方債３０，８００・その他２３，５３９）

　健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、その住宅を
困窮する低所得者に対して、低廉な家賃で賃貸することにより、
町民生活の安定と社会福祉の増進に寄与します。
　今年度は、粕屋町営住宅長寿命化計画に基づき、内橋団地のバ
リアフリー化等改修工事を実施します。

　町営住宅管理運営事業 介護福祉課

予算額　１，１１３，７９３千円（７事務事業） 　

予算額　７，９７２，５４８千円（１４事務事業） 　

８８７，４５３ 一般会計（民生費）

（国費４３９，９６９・県費２２０，０４１・町費２２７，４４３）

☎９３８－０２２９

１８，４２２ 一般会計（民生費）

予算額　１８４，６６０千円（６事業） 　

　高齢者福祉事業 介護福祉課

☎ ９３８－０１７３

４，９２０ 一般会計（総務費）

（町費４，９２０）

☎９３８－０２２９

　男女共同参画社会の形成のため、粕屋町男女共同参画
計画及び粕屋町男女共同参画推進条例に基づき、各施策
を推進します。
　今年度は、粕屋町男女共同参画計画（後期計画）を策
定します。

　男女共同参画推進事業 協働のまちづくり課

（国費９３・県費１６３・町費１６，５９０・その他１，５７６）

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、ニーズに応
じた高齢者支援サービスを提供します。
　また、身体的、認知的に問題を抱える高齢者が、できる限り在
宅生活を継続できるよう本人、その家族を支援します。
　今年度は、認知症の方が起こした事故等による賠償責任に備え
るための個人賠償責任保険の加入を進めます。

　障害者自立支援給付事業 介護福祉課

　障がいのある方の自立支援を目的に、障がいの種類に
かかわらず、それぞれの能力や適性に応じて、障害福祉
サービスの提供を行い、福祉の増進を図るとともに、安
心して暮らすことのできる地域社会の実現に向けて取り
組みます。

５８，６８１ 一般会計（民生費）

（国費２６，０７９・県費１１，７５３・町費２０，８４９）

　幼児教育の発展のため、私立幼稚園の円滑な運営及び
支援を必要とする家庭への就園援助を行います。
　今年度１０月より幼児教育の無償化が実施されます。

　私立幼稚園奨励事業 子ども未来課 ☎ ９３８－０２１４

内橋団地

タイトル

シンボルマーク

認知症及び徘徊SOSメール研修会
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１　町民のための行政経営のまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

重点

事業費 千円

財源内訳

事業費 千円

財源内訳

画像

１０，９８６ 一般会計（総務費）

（町費１０，９８６）

　参議院議員通常選挙施行事務

　行財政改革推進事業 経営政策課 ☎ ９３８－０１７５

　電子広報広聴管理事業 協働のまちづくり課 ☎ ９３８－０１７３

１４，２１１ 一般会計（総務費）

（町費１４，０９１・その他１２０）

予算額　４４５，４７８千円（２０事務事業） 　

　効果的な情報発信や広聴活動により、町政や地
域に関する情報の共有化を図るとともに、町の魅
力を発信します。
  今年度は、町ホームページのリニューアルを実
施します。

　限りある行政資源を有効活用し、町民視点・経
営的視点で、成果重視の行政運営を進めます。
　今年度は、第５次粕屋町総合計画後期基本計画
の策定に着手します。多くの町民の皆様の参画の
もと、町民と行政がまちのめざす将来像を共有で
きる計画を策定します。

　民主政治の健全な発達のため、参議院議員通常
選挙関係の事務を行います。
　また、投票率向上のために町内商業施設の期日
前投票所の増設、広報誌や町内商業施設における
選挙啓発を行います。

総務課 ☎ ９３８－０１６２

２５，９７５ 一般会計（総務費）

（県費１９，５００・町費６，４７５）

基本目標４ 健全で持続可能な行政経営をめざすまち

この政策の実現のため、平成３１年度は予算額１１億３，２４８万８千円を計上し、３０事務事業を実施します。

粕屋町ホームページ

タイトル

第５次粕屋町総合計画
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事業費 千円

財源内訳

２　健全な財政運営のまちづくり

事業費 千円

財源内訳

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

３　広域的な視点に立ったまちづくり

事業費 千円

財源内訳 （町費１０１）

　福岡都市圏及び粕屋中南部地域の広域連携により、高次
で均質な行政サービスや一体的な地域振興を図ります。
　今年度は、県内で大規模なスポーツイベントが開催され
るため、各種大会を盛り上げるとともに、子どもたちへ観
戦教室や体験教室などを通してスポーツの普及啓発に取り
組みます。

☎ ９３８－０１７５経営政策課

経営政策課 ☎ ９３８－０１７５

一般会計（総務費）

（町費５６，７９９）

　住民生活や地域の社会経済活動に関する情報資産を保
護するため、情報システムの適切な運用管理、情報セ
キュリティ対策を講じます。
　今年度は、ネットワーク基盤の更改やWindows10への
アップグレードを計画的に進めます。

総務課 ☎ ９３８－０１６２

１２０，４１２ 一般会計（総務費）

１０１ 一般会計（総務費）

（町費１１６，９６４・その他３，４４８）

　広域連携事業

５６，７９９

　ふるさと納税事業

　ふるさと納税制度の趣旨に沿って、地域活性化及び財
源確保を図るため、地域振興に寄与する特産品等を活用
して取り組みます。

　町有財産管理事務

５１，０４４ 一般会計（総務費）

（町費５１，０４４）

予算額　４２７，６６０千円（３事務事業） 　

　電算管理事業

予算額　２５９，３５０千円（７事務事業） 　

　町有財産（公共施設）を長期間にわたって安全で良好な状態で
使用するため、適切に更新や維持管理を行います。町有財産（土
地等）を有効に活用することで、財源を確保します。法令に沿っ
た公平・公正な入札の執行及び契約の締結を行います。
　今年度は、粕屋町公共施設等総合管理計画に基づいた施設ごと
の長寿命化計画（個別施設計画）を策定します。

協働のまちづくり課 ☎ ９３８－０１７３

ふるさと納税サイト

タイトル

粕屋町役場庁舎
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Ⅴ 予算資料 
 

 

 

１．総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

平成31年度 平成30年度 比較増減 対前年比（%）

14,597,000 13,631,000 966,000 7.1

6,994,033 6,887,922 106,111 1.5

4,010,722 4,053,054 △ 42,332 △ 1.0

516,816 496,051 20,765 4.2

2,465,320 2,337,807 127,513 5.5

2,450,034 2,317,826 132,208 5.7

15,286 19,981 △ 4,695 △ 23.5

1,175 1,010 165 16.3

21,591,033 20,518,922 1,072,111 5.2

（単位：千円）

平成31年度 平成30年度 比較増減 対前年比（%）

収益的収入 1,046,892 1,038,275 8,617 0.8

収益的支出 926,949 912,537 14,412 1.6

資本的収入 4,100 4,100 0 0.0

資本的支出 500,241 415,307 84,934 20.5

収益的収入 1,267,450 1,326,605 △ 59,155 △ 4.5

収益的支出 1,344,472 1,332,770 11,702 0.9

資本的収入 791,044 863,292 △ 72,248 △ 8.4

資本的支出 1,043,281 1,118,093 △ 74,812 △ 6.7

介護保険

保険事業勘定

国民健康保険

後期高齢者医療

　一　般　会　計

　特　別　会　計

流域関連
公共下水道
事業

水道事業

合　　　計

　公 営 企 業 会 計

介護サービス勘定

住宅新築資金等貸付事業

【一般会計とは】 

目的を限定せずに、行政運営の基本的な経費を管理する会計です。子育て支援、高齢者や障が

い者のための福祉事業、生活基盤（学校、道路、公園等）の整備や健康づくりなど、生活全般に

関係する事業に必要なお金の管理を行います。 

 

【特別会計とは】 

特定の事業や特定の資金を運用するために、一般会計と区分して管理する会計です。かかった

経費を保険料など入ってくるお金でまかなうため、一般会計とは別にしています。 

 

【企業会計とは】 

地方公共団体が営む公共的な事業（水道事業など）を管理する会計です。民間企業と同じよう

に、利用した人から料金をもらって（事業で収入をあげて）、かかる経費をまかないます。 
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11,735 
12,306 

11,426 11,618 
12,276 

13,098 
13,937 13,484 13,631 

14,597 

5,794 
5,706 

6,027 
6,489 

6,593 

7,123 

7,181 
7,173 6,888 

6,994 

3,493 
3,714 

3,450 

3,397 

3,504 

3,758 

3,662 
3,720 3,779 

3,815 

21,022 

21,726 

20,903 

21,504 

22,374 

23,979 

24,780 
24,377 24,298 

25,406 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

（百万円）

一般会計

特別会計

企業会計

予算総額

２．予算規模の推移（一般会計・特別会計・企業会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

※企業会計は収益的支出と資本的支出の合計額を記載しています。 
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5,379 5,458 5,450 5,447 5,522 5,611 
5,883 6,064 6,238 6,474 

495 565 495 396 399 353 
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452 
442 

904 
925 952 1,042 1,059 

1,271 

1,299 

1,423 

1,395 1,187 
1,096 794 690 683 

790 

1,100 

1,078 

980 

618 
876 1,254 1,373 

1,330 1,290 
1,210 

1,170 

1,300 

1,150 
1,000 

930 

2,022 
2,568 

1,929 2,175 

2,644 

2,745 

2,769 

2,826 2,895 

3,484 
586 

624 

581 
585 

653 

849 

927 

1,037 
1,033 

1,205 

11,735 

12,306 

11,426 
11,618 

12,276 

13,098 

13,937 

13,484 13,631 

14,597 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

（百万円）

町税

繰入金

その他

町債

地方

交付税

国・県

支出金

その他

58% 56% 60% 59% 57% 55% 56% 56% 59% 56%

全体に占める

自主財源の割合

＝自主財源比率

自

主

財

源

依

存

財

源

歳入合計

３．自主財源比率の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

【自主財源とは】 

地方公共団体が自主的に収入できる財源です。町税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、

財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入があります。 

【依存財源とは】 

国や県の配分による財源です。地方交付税、国・県支出金、地方譲与税、町債があります。 
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1,834 1,751 1,685 1,731 1,710 1,798 1,757 1,772 1,813 1,849 

1,932 2,197 2,248 2,278 2,473 
2,659 2,722 2,746 2,792 

3,106 

1,980 

2,499 2,361 
2,607 

2,891 
2,893 

3,334 3,469 
3,752 

4,108 
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1,977 2,054 
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2,078 1,987 
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1,288 
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1,019 
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1,648 

1,664 
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12,000
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（百万円）

扶助費等

物件費

人件費

補助費等

普通建設

事業費

公債費

繰出金等

歳出合計

消

費

的

経

費

投
資
的
経
費

そ

の

他

４．消費的経費・投資的経費の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【消費的経費とは】 

支出効果が単年度又は短期間に終わるものであり、後年度に形を残さない経費です。 

人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費などをいいます。 

【投資的経費とは】 

社会資本整備など、支出の効果が長期にわたる経費です。 

普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費をいいます。 
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【臨時財政対策債とは】 

地方一般財源の不足分を補うた

め、平成１３年度から特例的に普通

交付税の振替として発行されてい

る地方債（地方公共団体の借金）で、

元利償還金相当額が後年度の地方

交付税に算入されます。 

【公債費とは】 

借金である地方債の返済に充て

る費用で、元金と利息の合計です。 

1,064 

1,095 

1,133 

1,028 

1,027 

1,177 

1,186 

1,598 

1,661 

1,645 

0 500 1,000 1,500 2,000

31年度

30年度

29年度

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

22年度

（百万円）

（予算計上額）

（決算見込）

3,155 

3,295 

3,790 

3,812 

4,159 

4,018 

3,924 

4,584 

5,809 

6,981 

6,972 

6,949 

6,832 

6,677 

6,473 

6,149 

5,687 

5,125 

4,571 

4,047 

10,127 

10,244 

10,622 

10,489 

10,632 

10,167 

9,611 

9,709 

10,380 

11,027 

0 5,000 10,000 15,000

31年度

30年度

29年度

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

22年度

通常債等

臨時財政対策債

（百万円）

（見込）

（決算見込）

５．地方債残高の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              ※端数処理（四捨五入）により合計 

                              が一致しない場合があります。 

 

 

６．公債費の推移（一般会計） 
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【普通交付税とは】 

町の行政運営に必要な経費を一

定の方法により算出した額（基準財

政需要額）から、町に入る税収など

をもとに計算した額（基準財政収入

額）を差し引いた額で、国から交付

されるものです。 

【財政調整基金とは】 

将来の予期しない財源不足に対

応するために積み立てる基金です。 

【減債基金とは】 

地方債の償還や借入れの信用の

維持のために積み立てる基金です。 

【公共施設整備基金とは】 

将来の公共施設建設や財産維持

のために積み立てる基金です。 

これらの他に、地域福祉基金や井

堰管理基金など特定目的に使う基

金があります。 
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７．普通交付税と臨時財政対策債の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．基金の推移 
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